
�愛媛県告示第４６９号
次のとおり落札者を決定した。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第４７０号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に規定す

る平成２７年度の事業計画を、平成２７年４月１日次のとおり定めた。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

告 示

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

愛媛県基幹ネットワークシステム運
用管理・支援及び利用支援業務
一式

愛媛県企画振興部
政策企画局情報政
策課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２７年３月２５日

フェイス・ソリューショ
ン・テクノロジーズ株
式会社松山支店
松山市南江戸二丁目９
番１７号 せとかんビル
３Ｆ

１６，７１８，４００円 一般競争入札 平成２７年２月１３日

今 治 市

別宮町、石井町の
一部
東鳥生町、北高下
町、南高下町、衣
干町の一部
東鳥生町、北高下
町、南高下町、南
鳥生町、北鳥生町
の一部

平成２８年３月３１日まで

〃

〃

地籍調査

〃

〃（概況調査）

八 幡 浜 市 八幡浜の一部 平成２８年３月３１日まで 地籍調査

新 居 浜 市

政枝町、高木町の
一部、滝の宮町の
一部、坂井町の一
部、高木町の一部、
庄内町の一部
庄内町二、三丁目

平成２８年３月３１日まで

〃

地籍調査

〃（概況調査）

調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

松 山 市 来住地区
和気地区

平成２８年３月３１日まで
〃

地籍調査
〃（概況調査）

毎週（火・金）曜日発行 第２６６３号 平成２７年４月１４日
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�愛媛県告示第４７１号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

八幡浜市 日土町５番耕地
の一部・６番耕
地の一部

平成２５年度から
平成２６年度まで

八幡浜市の地籍図
及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２７年４月１４日

�������
�愛媛県告示第４７２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき国

土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通知があった。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量「電子国土基本図（地図情報）」修正測量

２ 作業期間 平成２６年４月１日から

平成２７月３月３１日まで

３ 作業地域 愛媛県内全域

�������
�愛媛県告示第４７３号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、国土交通省四国地方整備局松山河川国

道事務所長から次のとおり公共測量が終了した旨の通知があった。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（既成図数値化）

２ 作業期間 平成２６年１０月１７日から

平成２７年１月３０日まで

３ 作業地域 松山市の一部

�������
�愛媛県告示第４７４号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、国土交通省四国地方整備局松山河川国

道事務所長から次のとおり公共測量が終了した旨の通知があった。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（既成図数値化）

２ 作業期間 平成２６年１０月７日から

平成２７年３月３１日まで

３ 作業地域 愛南町全域

�������
�愛媛県告示第４７５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更したいので、同条第２項において準

用する同法第１７条第１項の規定により、その都市計画の変更の案を

愛媛県庁及び四国中央市役所において告示の日から２週間公衆の縦

覧に供する。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

四国中央都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

２ 都市計画を定める土地の区域

四国中央都市計画区域 全域

�������
�愛媛県告示第４７６号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２７年４月１４日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

社会福祉法人今治市社
会福祉協議会

愛媛県今治市南宝来町
一丁目９番地８

介護職員初
任者研修課
程

平成２７年
３月２７日

�������
�愛媛県告示第４７７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２７年４月１４日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ルネサスセミコンダクタマニュファクチュアリング株式会社

茨城県ひたちなか市堀口７５１番地

代表取締役社長 宮本 佳幸

２ 事業場の名称及び所在地

ルネサスセミコンダクタマニュファクチュアリング株式会社

西条工場

西条市ひうち８番地６

３ 特定施設に関する事項

� Ａ－１０３

大 洲 市 長浜の一部 平成２８年３月３１日まで 地籍調査

四国中央市 土居町上野７ 平成２８年３月３１日まで 地籍調査

上 島 町 魚島一番耕地の一
部 平成２８年３月３１日まで 地籍調査

松 前 町
南黒田の一部、北
川原の一部、北黒
田の一部

平成２８年３月３１日まで 地籍調査

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第６５号 酸又はアルカリによる表面処
理施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１００枚処理

愛 媛 県 報平成２７年４月１４日 第２６６３号

４４６



工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８３．９以下

最大 ８３．９以下

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０７以下

最大 ５０７以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５

最大 １５

備考 汚水等は、弗素含有廃水処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設に
て処理する。

� Ａ－１０４

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり５０枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３１

最大 ７１

備考 汚水等は、弗素含有廃水処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設に
て処理する。

� Ａ－１０５

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３７枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８

最大 ５３

備考 汚水等は、弗素含有廃水処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設に
て処理する。

� Ａ－１０６

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

愛 媛 県 報平成２７年４月１４日 第２６６３号
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浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５３以下

最大 １．０６以下

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２７

最大 ６６

備考 汚水等は、弗素含有廃水処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設に
て処理する。

� Ａ－１０８

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり５２枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．２４以下

最大 １０．４９以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３３

最大 ６６

備考 汚水等は、弗素含有廃水処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設に
て処理する。

� Ａ－１０９

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３７枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８

最大 ５３

備考 汚水等は、弗素含有廃水処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設に
て処理する。

� Ａ－１０７

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２４枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下
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特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３７枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １９．０以下

最大 ３８．１以下

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０

最大 ６０

備考 汚水等は、弗素含有廃水処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設に
て処理する。

� Ｆ－８０

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２５枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １２．０～１３．０

最大 １２．０～１３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４３０

最大 ４３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．２

最大 ０．２

備考 汚水等は、ＳＯＰＤ処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設にて処
理する。

� Ｆ－８１

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２５枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １２．０～１３．０

最大 １２．０～１３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４３０

最大 ４３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．２

最大 ０．２

備考 汚水等は、ＳＯＰＤ処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設にて処
理する。

� Ｅ－７８

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６３号ホ 廃ガス洗浄施設
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浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １８０

最大 ２７８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５

最大 ５

備考 汚水等は、弗素含有廃水処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設に
て処理する。

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 弗素含有廃水処理施設

設 置 年 月 日 昭和５８年９月３０日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 凝集沈殿方式

処 理 施 設 の 構 造 エポキシ樹脂製及びコンクリート製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

凝集槽Ⅰ 縦２．１メートル 横２．９メート
ル 高さ３．５メートル
沈殿槽 縦９．５メートル 横９．５メートル
高さ３．５メートル
凝集槽Ⅱ 直径２メートル 高さ２．８メ
ートル
高速沈殿槽 直径４メートル 高さ１．８
メートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり７２立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １～３

最大 １～３

通常 ８～１０

最大 ８～１０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．２

最大 ９．５

通常 ８．２

最大 ９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ４０

通常 ２５

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

通常 ３０

最大 ５０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １８０

最大 ２７８

通常 ５

最大 ８

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり０．２０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．２

最大 ９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １８０

最大 ２７８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５

最大 ５

備考 汚水等は、弗素含有廃水処理施設及び酸アルカリ廃水中和処理施設に
て処理する。

� Ｅ－７９

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６３号ホ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり０．２０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１週間

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．２

最大 ９．５
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汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，６３０

最大 １，６８０

通常 １，６３０

最大 １，６８０

備考 汚水等は、酸アルカリ廃水中和処理施設にて処理する。

� 酸アルカリ廃水中和処理施設

設 置 年 月 日 昭和５８年９月３０日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 中和処理方式

処 理 施 設 の 構 造 エポキシ樹脂製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
一次中和槽 縦２．５メートル 横３．５メー
トル 高さ３．５メートル ×２基
二次中和槽 縦２．５メートル 横３．５メー
トル 高さ３．５メートル ×２基

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり３００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理方式

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３～１０

最大 ３～１０

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．０

最大 ９．４

通常 ８．０

最大 ９．４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３．９

最大 ３８．８

通常 ２３．９

最大 ３８．８

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２９．７

最大 ５２．８

通常 ２９．７

最大 ５２．８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．４

最大 ８．０

通常 １．４

最大 ８．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６，０８０

最大 ６，７８０

通常 ６，０８０

最大 ６，７８０

� ＳＯＰＤ処理施設

設 置 年 月 日 平成１０年３月１日

処 理 施 設 の 種 類 生物化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 膜分離式活性汚泥方式

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
ばっ気槽Ⅰ 縦２．５メートル 横７．５メー
トル 高さ３．５メートル
ばっ気槽Ⅱ 縦２．５メートル 横５．５メー
トル 高さ３．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり１．８立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 膜分離式活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １２～１３

最大 １２～１３

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５０

最大 ５０

通常 ２０

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２０

通常 ５

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４３０

最大 ４３０

通常 １００

最大 １００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４１

最大 ４１

通常 ４１

最大 ４１

備考 汚水等は、酸アルカリ廃水中和処理施設にて処理する。

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６．６

最大 ７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２

最大 ４０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ６．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，２９５

最大 ９，０００

備考 この他に、雨水排水口が５箇所ある。
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�愛媛県告示第４７８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市角野土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２７年４月１４日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 白 石 育 夫 新居浜市北内町三丁目５－３

監 事 眞 鍋 哲 哉 新居浜市中筋町一丁目６－３１

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 眞 鍋 哲 哉 新居浜市中筋町一丁目６－３１

監 事 神 野 潔 新居浜市北内町四丁目５－３６

�愛媛県告示第４７９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４８０号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４８１号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２３）第１６９３５号 平成２３年
１１月１６日 森内建設 森内 利秋 伊予郡松前町大字西古泉

４４－２
平成２７年
３月２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２１）第１０３９９号 平成２２年
３月１５日 （株）カドヤ 門屋 孝快 松山市船ヶ谷町２９５－１ 平成２７年

３月１２日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２４）第１１５９１号 平成２４年
６月２６日 山�組 山� 修治 松山市菅沢町９５３ 平成２７年

３月２０日
建築工事業
大工工事業

建設業の廃止
（法人成り）

（般－２２）第９９９８号 平成２２年
１１月２７日 愛媛ニチラス建材（株） 田中 一久 松山市小村町１０４－２ 平成２７年

３月３１日
建築工事業
内装仕上工事業 建設業の廃止

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢 体 不 自 由 形 成 外 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 三 宅 啓 介 東温市志津川 平成２７年

４月１日

心 臓 機 能 障 害 循環器内科 住 友 別 子 病 院 鈴 木 秀 行 新居浜市王子町３番１号 平成２７年
４月１日

心 臓 機 能 障 害 循環器内科 住 友 別 子 病 院 荒 井 靖 典 新居浜市王子町３番１号 平成２７年
４月１日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

渡 邊 常 太 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 市 立 宇 和 島 病 院 宇和島市御殿町１－１ 平成２７年

３月３１日

白 戸 玲 臣 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 市 立 宇 和 島 病 院 宇和島市御殿町１－１ 平成２７年

４月１日

川 田 晃 弘 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 社会医療法人真泉会今治第一

病院 今治市宮下町１丁目１－２１ 平成２７年
４月１日

��������������

��������������

��������������

愛 媛 県 報平成２７年４月１４日 第２６６３号

４５２



�愛媛県告示第４８２号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４８３号
次のとおり落札者を決定した。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２７年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

行政情報処理端末機等の借入れ

� 借入物品名及び数量

行政情報処理端末機等１式（ハードウェア一式、ソフトウェ

ア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２７年１０月１日から平成３３年９月３０日まで

� 借入場所

入札説明書及び仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２６・２７・

２８年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第二係

〒７９０－８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話（０８９）９３４－０１１０

� 入札書の受領期限

平成２７年５月２５日（月）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２７年５月２５日（月）午後１時３０分

愛媛県警察本部 ２階 第一会議室

４ その他

伊 東 亮 治 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 独立行政法人国立大学機構愛

媛医療センター 東温市横河原３６６番地 平成２７年
４月１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

じん臓・ぼうこう又は直腸機能
障害 泌 尿 器 科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 西 村 謙 一 東温市志津川 平成２７年
３月１０日

じん臓・ぼうこう又は直腸機能
障害 泌 尿 器 科 公立学校共済組合四

国中央病院 仙 崎 智 一 四国中央市川之江町２２３３番地 平成２７年
３月３１日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

レギュラーガソリンの単価契約
１リットルあたり単価

愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成２７年３月２６日
三原産業株式会社
愛媛県宇和島市寿町二
丁目９番１２号

１３７．０５２円 一般競争入札 平成２７年２月１０日

公 告
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� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成２７年５月１８日（月）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行っ

たものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：

Administrative Information processing terminal unit and

others，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，２５ May，２０１５

� For further information，please contact：Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，

２‐２ Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime

７９０‐８５７３ Japan

TEL ０８９‐９３４‐０１１０

選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第４１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２７年４月１４日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１７２，２０７

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，４４５

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４６，５２６

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県選挙管理委員会告示第４２号
不在者投票のできる施設の指定（平成２２年２月愛媛県選挙管理委員会告示第９号）の一部を次のように改正する。

平成２７年４月１４日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，４３５ １４，４７９

南 宇 和 郡 ２０，１４６ ６，７１６

松山市・上浮穴郡 ４２９，２２４ １３８，２０４

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４３，０６６ ４７，６８９

宇和島市・北宇和郡 ８１，２９５ ２７，０９９

八幡浜市・西宇和郡 ４０，２４１ １３，４１４

新 居 浜 市 １００，４５１ ３３，４８４

西 条 市 ９２，０３３ ３０，６７８

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５３，１６４ １７，７２２

伊 予 市 ３１，６８３ １０，５６１

四 国 中 央 市 ７４，７９１ ２４，９３１

西 予 市 ３４，７４５ １１，５８２

東 温 市 ２７，９３３ ９，３１１

改 正 後 改 正 前

１ 病院 １ 病院

名 称 所 在 地 指定年月日 名 称 所 在 地 指定年月日

省略 省略
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吉田病院 松山市三番町４－１１

－７

昭和４６年６月

３日

省略 省略

医療法人和昌会貞本病

院

省略 医療法人和昌会貞本病

院

省略

おおぞら病院 松山市六軒家町４－

２０

平成２７年４月

２日

省略 省略

２ 省略

３ 老人ホーム

２ 省略

３ 老人ホーム

名 称 種類 所 在 地 指定年月日 名 称 種類 所 在 地 指定年月日

省略 省略

特別養護老人ホ

ーム光風館氷見

の丘

省略 特別養護老人ホ

ーム光風館氷見

の丘

省略

済生会西条特別

養護老人ホーム

特別養護老

人ホーム

西条市新田１０９－

１

平成２７年４月

２日

省略 省略

ケアハウスれん

げ

省略 ケアハウスれん

げ

省略

地域密着型特別

養護老人ホーム

松葉寮

特別養護老

人ホーム

西予市宇和町久

枝甲１４３４－１

平成２７年４月

２日

省略 省略

４・５ 省略 ４・５ 省略

平成２７年４月１４日 発行
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